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第一部  【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (千円) 9,811,953 5,325,689 5,854,058 8,384,947 5,617,816

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △886,709 100,650 284,328 941,204 △420,350

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △895,469 51,726 261,109 538,958 △1,370,102

包括利益 (千円) △1,239,235 △13,177 606,774 1,324,848 △881,449

純資産額 (千円) 867,056 2,353,881 2,960,655 4,285,503 3,404,053

総資産額 (千円) 7,260,855 7,801,801 9,704,966 12,466,628 11,624,439

１株当たり純資産額 (円) 184.71 451.21 567.52 821.48 652.52

１株当たり当期
純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) △190.76 10.17 50.05 103.31 △262.63

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.9 30.2 30.5 34.4 29.3

自己資本利益率 (％) △60.2 3.2 9.8 14.9 △35.6

株価収益率 (倍) ― 102.9 18.7 8.8 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △765,608 △515,231 90,891 1,730,604 △191,741

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △315,381 △367,872 △407,403 △834,985 247,969

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,208,090 352,391 271,247 △557,567 △644,484

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 799,806 258,788 246,667 684,572 111,952

従業員数
[外、平均臨時雇用者
数]

(名)
180 183 187 178 168

[－] [－] [－] [－] [―]
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第16期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 第17期から第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４ 第16期及び第20期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５ 第17期における経営指標等の大幅な変動は、平成22年11月１日付で物販事業を簡易吸収分割により事業分離

したことによるものであります。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高又は営業収益 (千円) 3,891,218 154,578 175,834 633,349 435,633

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △2,007,587 △691,966 △441,869 26,172 △195,469

当期純利益又は当期純
損失(△)

(千円) △1,916,308 △734,207 △443,079 24,176 △197,756

資本金 (千円) 1,582,334 2,332,335 2,332,335 2,332,335 2,332,335

発行済株式総数 (株) 4,695,855 5,218,504 5,218,504 5,218,504 5,218,504

純資産額 (千円) 128,462 894,159 452,268 488,565 280,198

総資産額 (千円) 3,261,602 3,608,494 4,005,460 5,066,787 6,373,069

１株当たり純資産額 (円) 27.37 171.40 86.70 93.65 53.71

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当
額)

(円)
― ― ― ― ―

(―) (―) (―) (―) (―)

1株当たり当期純利益金
額又は当期純損失
金額(△)

(円) △408.23 △144.29 △84.93 4.63 △37.91

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 3.9 24.8 11.3 9.6 4.4

自己資本利益率 (％) △175.7 △143.6 △65.8 5.1 △51.5

株価収益率 (倍) ― ― ― 195.5 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
[外、平均臨時雇用者
数]

(名)
21 19 17 18 16

[－] [－] [－] [―] [―]
 

(注) １ 売上高又は営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２ 第16期から第18期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損

失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第19期の潜在株式後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ 第16期から第18期及び第20期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

５ 第17期における経営指標等の大幅な変動は、平成22年11月１日付で物販事業を簡易吸収分割により事業分離

したことによるものであります。

６ 第17期及び第18期において営業外収益として計上していた関係会社に対する経営指導料について、第19期よ

り計上区分を営業収益に変更しております。当該表示方法の変更に伴う影響を加味し、第17期及び第18期に

ついては、遡及適用後の数値に組み替えております。
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２ 【沿革】

平成７年７月 通信販売業「TVショッピング」における電子小売業を目的として株式会社プライムを設立

平成８年10月 本社を名古屋市東区葵一丁目７番１号に移転

平成11年12月 本社を名古屋市東区代官町35番16号に移転

平成12年12月 ジャスダック市場に上場

平成19年10月 本社を名古屋市中区錦一丁目５番13号に移転

平成21年12月　　 本社を名古屋市中区丸の内一丁目15番20号に移転

平成22年１月　　 株式会社ジパングを吸収合併し、連結子会社６社（Jipangu International Inc. 、

Florida Canyon Mining, Inc. 、 Standard Gold Mining, Inc. 、 Jipangu

Exploration,Inc. 、Jipangu Canada Inc. 、株式会社ジパングエナジー）を受入れ、商号

を株式会社ジパング・ホールディングスへ変更
 

平成22年３月　　

平成22年４月　　

リラクゼーション関連事業を事業譲渡

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ

市場）に上場

平成22年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各

市場の統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場

平成22年11月 物販関連事業を簡易吸収分割により事業分離

平成23年７月 本社を東京都渋谷区広尾一丁目１番39号に移転し、商号を株式会社ジパングへ変更

平成25年７月 株式会社大阪証券取引所と株式会社東京証券取引所グループの合併に伴い、株式会社東京

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場

平成25年９月 株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）を上場廃止

平成25年９月 日本証券業協会フェニックス銘柄に指定
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ジパング）、その他の関係会社１社（ブルパレス

コーポレーション株式会社）、子会社６社（国内１社、海外５社）から構成されており、金鉱山運営を中心とした鉱

山事業を主たる事業としております。

当社グループの事業における位置付けは、次のとおりであります。

（鉱山事業）

金鉱山運営管理、金生産及び探鉱

＜主な関係会社＞

当社、Jipangu International Inc.（鉱山運営管理）、Florida Canyon Mining, Inc.（金生産）、Standard Gold

Mining, Inc.（金生産）、Jipangu Exploration, Inc.（探鉱）、Jipangu Canada Inc.（鉱山運営管理）

当社事業の系統図は以下のとおりです。

 

 

（注１）その他の関係会社
ブルパレスコーポレーション株式会社（被所有20.3％）

（注２）海外連結子会社
Jipangu International Inc. （100％　米国）
Florida Canyon Mining, Inc.（100％　米国）
Standard Gold Mining, Inc. （100％　米国）
Jipangu Exploration, Inc.　（100％　米国）
Jipangu Canada Inc.　　　　（100％　カナダ）

（注３）国内連結子会社

株式会社ジパングエナジー（100％）
 

なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については、連結ベースの計

数に基づいて判断することとなります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(その他の関係会社)      

ブルパレスコーポレーション
株式会社   

東京都渋谷区 10,000千円 資産管理業
被所有
20.3

資金の借入

(連結子会社)      

Jipangu International
Inc.              (注) ２

米国
デラウェア州

1.00US$ 鉱山事業 100.0

資金の貸借、
経営指導、
担保提供、債務保証
役員の兼務３名

Florida Canyon Mining,
Inc.      (注) ２．３．４

米国
デラウェア州

0.10US$ 鉱山事業
100.0
(100.0)

役員の兼務３名

Standard Gold Mining,
Inc.      (注) ２．３．４

米国
デラウェア州

0.10US$ 鉱山事業
100.0
(100.0)

役員の兼務３名

Jipangu Exploration, Inc.
                  (注) ３

米国
デラウェア州

0.10US$ 鉱山事業
100.0
(100.0)

役員の兼務３名

Jipangu Canada Inc.
              (注) ２．３

カナダ
ブリティッシュ・
コロンビア州

2,779千CA$ 鉱山事業
100.0
(100.0)

役員の兼務３名

株式会社ジパングエナジー　
         　　　　 (注) ５

東京都渋谷区 10,000千円 その他 100.0
資金の貸付
役員の兼務１名

 

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２ 特定子会社に該当しております。

３ 「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（　）内は、間接所有で内数であります。

４ Florida Canyon Mining, Inc.及びStandard Gold Mining, Inc.については、売上高(連結会社相互間の内部

売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

     主要な損益情報等

      Florida Canyon Mining, Inc.

　　(1) 売上高 1,037,853千円

　　(2) 経常利益 142,554千円

　　(3) 当期純利益 △728,485千円

　　(4) 純資産額 6,648,267千円

　　(5) 総資産額 10,162,316千円
 

          Standard Gold Mining, Inc.

　　(1) 売上高 4,579,963千円

　　(2) 経常利益 826,975千円

　　(3) 当期純利益 1,071,784千円

　　(4) 純資産額 7,763,335千円

　　(5) 総資産額 8,517,149千円
 

５ 債務超過会社であり、債務超過の額は平成27年３月末時点で1,186,512千円となっております。

６ 役員の兼任に関しては、提出日現在の人数であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ジパング(E03369)

有価証券報告書

 6/78



 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

鉱山事業 168

合計 168
 

(注) 従業員数は、就業人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成27年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

16 46.9 6.0 8,835,386
 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３　当社は鉱山事業の単一セグメントであるため、セグメントに関連付けた記載を省略しております。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで。なお、決算日が異なる北米子会社５社について

は、原則として平成26年１月１日から平成26年12月31日までの経営成績が含まれております。）における当社グ

ループの事業環境について、ご報告いたします。

 

当連結会計年度における当社グループの根幹事業である金を取り巻く環境は、極めて厳しい状況下で推移しまし

た。

当連結会計年度の金価格は、平成26年１月を前年同月と比較して約400ドル下回る水準となる１トロイオンス当た

り1,220米ドル台で迎えました。以降も３月に一時1,300米ドル台後半へと推移はしたものの、９月以降は1,200ドル

台へと再び価格を下げ、10月から11月にかけて1,100ドル台へと下落基調が続き、特に11月には過去４年間の最安値

を付けるという厳しい価格推移が続きました。

この間、金価格に影響を与えると思われるグローバルな経済環境におきましては、ウクライナ情勢の緊張の高ま

りなど、リスクオフの目的での金価格上昇も見られましたが、ＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）による量的緩和の

縮小、ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）による金利上昇期に係わるコメント、５月には英国バークレイズ銀行が、金

のフィキシングの不正操作に絡んで2,600万ポンドの罰金を支払うことを命じられ、その後11月には、金の値決めの

新方式として、ロンドン銀行間取引金利（ＬＩＢＯＲ）を運営管理しているＩＣＥ（米取引所大手インターコンチ

ネンタル取引所）に決定されるなど、金価格を取り巻く環境は前連結会計年度に比して一層先行き不透明感が増し

た１年となりました。

他方、米ドル為替相場は、年初１月を105円台で迎え、２月以降は大きな変動が見られませんでしたが、９月以降

は円安基調が強まり、12月には一時120円台となりました。

 

続きまして、当社グループの北米におきます金生産事業の概況について、ご報告いたします。

当社グループでは、米国ネバダ州にスタンダード鉱山及びフロリダキャニオン鉱山の２つの金鉱山を保有してお

り、両鉱山での金生産事業を主たる事業としております。金生産事業は、次ページの図表にありますとおり、「採

掘」～「破砕」～「リーチパッド（野積集積場）への積上げ」～「浸出液の撒布」～「活性炭への吸着」～「活性

炭からの脱着」～「精金」といった流れを経た後に、金銀塊である「青金（ドーレ）」を精製するものです。青金

は、外部精錬業者によって、金及び銀地金に精錬され、当社グループはこの金及び銀地金を、現地の金融機関に販

売しております。
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当連結会計年度における主な生産事業活動は、以下のとおりとなりました。なお、北米での主たる生産は、スタ

ンダード鉱山にて行っており、フロリダキャニオン鉱山におきましては、既存のリーチパッドからの浸出と回収を

継続実施してまいりました。

 

①　「採掘（Mining）」

スタンダード鉱山サウスピット並びにノースエクスパンションピット区域での採掘を計画どおり実施いたしま

した。その結果、金及び銀が濃集している鉱石と、鉱石としての価値がないため廃棄されるずり（廃石）を合計

した総採掘量は約12.6百万トン、採掘鉱石量は約3.5百万トンとなりました。鉱石の平均品位は計画を上回ったも

のの、サウスピット南東側の採掘予定区域にて発見されました軟弱な地質の安全操業への影響を考慮し、当該箇

所の整備作業を優先した結果、鉱石採掘量は当初計画を若干下回り、採掘金量（当初より回収を見込んでいない

金も含めた、採掘した鉱石中に賦存する金量。積上げ、浸出、精金の工程を経て精製される青金や、精錬業者に

より製錬された金地金とは異なります。）は計画を大幅に下回る結果となりました。

 

②　「破砕（Crushing）」及び「リーチパッド（Leach Pad）」

破砕鉱石量は約3.81百万トンとなり、破砕した後にリーチパッド（野積集積場）に積み上げました。この積み

上げた鉱石に、希シアン溶液を撒布し（前ページ図表上にあります「浸出液」）、金及び銀を浸出させます。こ

れはヒープ・リーチングと呼ばれ、低品位酸化鉱石からの金の回収に、今日では多く用いられている手法であり

ます。当連結会計年度中、当社グループ鉱山では、年間約23百万トンの希シアン溶液を撒布しました。

金を胚胎した希シアン溶液は、「プレグナントポンド」と呼ばれる設備へ集められます。その後、「カーボン

プラント」と呼ばれる設備で、活性炭に吸着させることによって、金及び銀を回収します。金を回収した希シア

ン溶液は、シアン濃度を調整した後に、循環的にリーチパッドに撒布します。

 

③　「精金プラント（Refinery）」

精金プラントでは、ストリッピング（活性炭からの金及び銀の引きはがし処理）、電解、火入れなどの工程を

経て、金及び銀を回収し、金銀品位94％程度の青金（ドーレ）を精製します。当連結会計年度におきましては、

採掘金量の減少の影響により、スタンダード鉱山及びフロリダキャニオン鉱山の２つの鉱山を合わせて、40,429

オンスの金を含む青金（ドーレ）を精製するにとどまりました。

 

探鉱事業におきましては、２つの生産鉱山の鉱区内及び周辺部におけるリザーブ（可採粗鉱量）、リソース（埋

蔵鉱量。予想鉱量は含まない）の増加を主目的とした探鉱調査を行いました。

加えまして、今後の生産量増加のために不可欠な、金山会社又は金山の投資・買収のための調査・検討等を鋭意

行いました。

 

以上の結果、当連結会計年度の金生産量は40,429オンス（前年同期比32.1％減）となり、加えて、前年同期と比

較して金価格が大幅に下落した影響も受けたことから、売上高は5,617百万円（同33.0％減）となりました。また、

前述しておりますサウスピット南東側の一部箇所における整備作業を行ったこと等に伴う売上原価率の上昇によ

り、営業利益は139百万円（同92.9％減）、経常損失は420百万円（前年同期は941百万円の経常利益）となりまし

た。さらに、繰延税金資産及び繰延税金負債の取崩しに伴う法人税等調整額の計上により、当期純損失は1,370百万

円（前年同期は538百万円の当期純利益）となりました。

 

　（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ572百万

円（前年同期は437百万の増加）減少し、111百万円（同684百万円）となりました。

当連結会計年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は、191百万円（前年同期は1,730百万円の増加）となりました。これは主にその他

の流動資産の減少及び減価償却費による資金の増加があったものの、税金等調整前当期純損失及びたな卸資産の

増加により資金が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の増加は、247百万円（前年同期は834百万円の減少）となりました。これは主に差入保証

金の差入による支出を上回る差入保証金の回収による収入があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、644百万円（前年同期は557百万円）減少しました。これは短期借入れによる収入及び

長期借入れによる収入があったものの、これらを上回る短期借入金の返済による支出、長期借入金の返済による

支出及び前受金の返還による支出があったことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは単一セグメントであり、当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 品目
 

生産量（オンス）
 

前年同期比（％）

鉱山事業
金 40,429 △32.1

銀 90,424 34.5
 

 
(注) １ 生産鉱区保有会社ごとの鉱石別生産量は次のとおりであります。

 

生産鉱区保有会社名 品目
 

生産量（オンス）
 

前年同期比（％）

Florida Canyon Mining, Inc.
金 7,462 △44.4

銀 3,573 △59.9

Standard Gold Mining, Inc.
金 32,966 △28.6

銀 86,851 48.9
 

 
２ 当社グループの鉱山保有会社各社の主要な鉱山（区）の経済性を有する鉱石の鉱質量であるとされる可採粗

鉱量等の概要は次のとおりであります。
 

生産鉱区保有会社名
（鉱山名・鉱区名）[状況]

所在地
面積
（k㎡）

可採粗鉱量
（千ｔ）

平均品位
（oz/t）

金含有量

(千オンス)

Florida Canyon Mining, Inc.
（フロリダキャニオン鉱山）
[生産中] （注）１,２

米国
ネバダ州

64.8 73,041.1 0.011 832.4

Standard Gold Mining, Inc.
（スタンダード鉱山）
[生産中] （注）１,２

米国
ネバダ州

24.6 6,233.7 0.006 34.6

Jipangu Exploration, Inc.
（ナゲットフィールド鉱区）
[探鉱中]  

米国
ネバダ州

2.6 ― ― ―

Jipangu Exploration, Inc.
（バーバーキャニオン鉱区）
[探鉱中]

米国
ネバダ州

47.0 ― ― ―

Jipangu Exploration, Inc.
(ビッグボンバー鉱区）
[探鉱中]

米国
ネバダ州

2.8 ― ― ―

合計  141.8 79,274.8 ― 867.0
 

(注) １ 可採粗鉱量の計算は、平成21年９月１日を基準に第三者機関であるMine Development Associatesに

より査定を受けた鉱量から、平成21年９月～平成26年12月に採掘した鉱石量と金属量の実数を差し

引いて算出しております。

２  可採粗鉱量は、金価格により変動いたします。上記の計算は、US$750/ozとして算出しております。
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(2) 受注実績

当社グループは、受注生産を行っておりません。

 

(3) 販売実績

当社グループは単一セグメントであり、当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称
 

金額（千円）
 

前年同期比（％）

鉱山事業 5,617,816 △33.0

合計 5,617,816 △33.0
 

 
(注) １ 最近２連結会計年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

相手先

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

Waterton Global Value,
L.P.

6,334,546 75.5 ― ―

Auramet Trading, LLC. 1,915,261 22.8 3,867,444 68.8

ADM-Gold Co., Ltd. ― ― 1,717,517 30.6
 

 
２ 最近２連結会計年度の鉱石別販売量及びそれらの平均販売価格は次のとおりであります。

 

品目

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

販売量
（オンス）

平均販売価格
（US$/オンス）

販売量
（オンス）

平均販売価格
（US$/オンス）

金 60,858 1,384.31 41,098 1,250.37

銀 68,523 22.61 90,404 18.97
 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

①　科学的なアプローチによる生産活動の高度化

当社事業は、金の市場価格及び円とドルの為替といった、当社としては管理不能な重要な要素に加え、生産計画

に基づいた生産活動の実践が、極めて重要な事項であると考えております。当社では、生産計画を作成する能力充

実と、これを実現する生産活動を促進させる経営資源の育成と獲得が重要な課題であると考えており、これに向

け、豊富な経験を備えた新たな人材を生産拠点へと配すると共に、柔軟な資金調達能力を持って行う、生産設備の

継続的な刷新を進めてまいります。

 

②　新たな鉱山鉱区の取得へむけた資金調達の実現

当社は現在、米国ネバダ州の２つの鉱山での金生産を進めておりますが、経営の更なる安定と、将来にわたる健

全な成長へむけて、速やかに新たな鉱山鉱区の取得を行うことが、企業価値と株主価値の向上へ繋がるものと確信

しております。

既に北米地域、オセアニア地域における候補先企業への実地調査を終えており、最適な資金調達の手段を定め、

実現してまいります。

 

③　金融商品取引所への復帰

当社株式は、平成25年９月11日より日本証券業協会フェニックス銘柄制度における指定銘柄となっております。

当社では、同制度設立の趣旨を鑑み、株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場を上場廃止となった

後より、再び国内外の金融商品取引所への上場を目指した取り組みを進めております。海外市場への展開を目指す

際は、国際財務報告基準への適合など、市場管理者より求められる基準を満たす必要がありますが、選択肢を広く

持ちつつ、要する時間や費用など多面的な要素分析を速やかに行い、可能な限り早期に金融商品取引所への復帰を

目指して取り組んでまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

当社の事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項を記載し

ております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避に向け努力しております。

本項においては、将来に関する事項も含まれておりますが、当連結会計年度末現在において判断したものは以下の

とおりです。

 

１．有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

①　当社株式の流動性について

当社は、平成22年１月１日から平成25年３月31日までを期日とする「合併等による実質的存続性の喪失」に係

る猶予期間に入っておりましたが、新規上場審査基準に準じた審査申請を行うことができる期限の最終日である

平成25年７月９日までに当該審査申請を行えなかったため、平成25年９月11日をもって株式会社東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場において上場廃止となりました。同日以降、当社株式は、日本証券業協会フェ

ニックス銘柄として、当社株式の取扱会員の証券会社において売買が可能となっておりますが、取引所金融商品

市場での取引と比較して流動性が低く、当社株式の売買を希望しても適時に取引が成立しない可能性がありま

す。

 

②　金価格の変動に係るもの

当社グループの業績は、金価格の変動に大きく左右されます。金価格が急激に下落した場合には、子会社にお

ける事業の存続が困難になる可能性があります。また、金価格の下落をヘッジするためにデリバティブ取引を

行っている場合は、金価格が急激に上昇した際に、同デリバティブ取引の契約により多額の損失が生じ、その先

の事業の存続が困難になる可能性があるために、結果的に当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。
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③　事業計画における金価格の想定に係るもの

当社グループの事業計画は、計画策定時の金価格は勿論のこと、複数の広く知られております金融機関ほか外

部第三者による金価格予想などを参考としつつ、独自の想定金価格を基礎として策定しております。この想定金

価格は当社グループの判断であり、将来、実際の金価格と乖離する可能性があります。この場合、事業計画の基

礎となる数値が変わることになりますので、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

 

④　事業計画における生産量予想に係るもの

当社では、詳細な確認探鉱や多数の金浸出試験等を基礎とした科学的な分析に基づいて採掘・回収可能な鉱

量・金量を算出し、そのうえで経済合理性等を鑑みて中期～長期の採掘計画を策定し、これに基づき各年の採掘

計画、設備投資計画、利益計画などを策定しております。しかしながら、地中に在る金鉱石の採掘、運搬、破

砕、浸出、精金の各工程において、鉱量や品位、金の回収率や回収に要する時間の異なりによって、また異常気

象や事故・故障等によって、当初予想と比して異なった結果が生じる可能性があります。この場合、事業計画の

基礎となる数値が変わることになりますので、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

 

⑤　特定の法的規制等に係るもの

当社グループの事業展開は、国内外の種々の法的規制を受けております。特に北米における鉱山事業に係る関

連法規の中、採掘操業の開始、操業区域の拡張並びに施設の追加建設等を行う場合、事前に環境影響評価と原状

回復計画を含む施業案（Plan of Operation）について、監督官庁の許可を取得する必要があります。当社が２つ

の鉱山を所有する米国ネバダ州においては、連邦法に基づき原則として米国内務省土地管理局（ＢＬＭ）の許可

が求められており、同時にネバダ州法に基づくネバダ州の監督官庁（ネバダ州自然保護及び天然資源局 環境保護

部（ＮＤＥＰ） 鉱業規制及び原状回復課（ＢＭＲＲ））の許可が必要です。これらの許可等の取得審査は環境保

護の見地から年々厳しくなってきており、その所要時間は増加傾向にあることから、当社グループの事業、経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、法的規制の改廃及び新設、適用基準の変更等が行わ

れた場合、同様の影響を受ける可能性があります。

 

⑥　為替変動に係るもの

当社グループの中核事業は米国で展開をしておりますことから、円及びドルの為替リスクを低減するための措

置を講じてまいりますが、為替の大幅な変動等が生じた場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

株式会社ジパング(E03369)

有価証券報告書

15/78



 

⑦　訴訟等の発生に係るもの

当社の連結子会社である株式会社ジパングエナジーは、平成19年９月21日付にて、株式会社計画科学研究所

（名古屋市中区）並びに蟹江プロパン株式会社（愛知県海部郡）から、名古屋地方裁判所に訴訟の提起を受けて

いました。これは、平成17年５月18日付にて締結された廃棄物処理装置の販売に係る売買契約に不履行があった

との一方的な主張による損害として、総額324百万円の支払いを求めてきたものであります。

一方、株式会社ジパングエナジーは、平成19年12月25日付にて、相手方に対して債務不履行（債務遅延及び履

行不能）を理由に総額190百万円の支払いを求め、名古屋地方裁判所に反訴の提起をしておりました。

名古屋地方裁判所は、平成24年２月24日付にて、株式会社ジパングエナジーに対し、相手方へ合計245百万円の

損害賠償金及びこれらに係る遅延損害金の支払等の判決を下しました。

株式会社ジパングエナジーは、本判決における本件装置及び帰責性に係る著しい事実誤認と法的判断を不服と

し、平成24年３月９日付にて名古屋高等裁判所へ控訴しておりました。

名古屋高等裁判所は、平成27年２月６日付にて、株式会社ジパングエナジーに対し、相手方へ合計246百万円の

損害賠償金及びこれらに係る遅延損害金の支払等の判決を下しました。

株式会社ジパングエナジーは、本判決を不服とし、平成27年２月20日付にて最高裁判所に上告しております。

現時点において、当該訴訟事件による影響を予測することは困難でありますが、仮に判決が株式会社ジパング

エナジーにとって不利なものとなった場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

 

⑧　気象天候ほか天災地変等に係るもの

当社グループでは、事業の特性、取引先との関係、生産、グループ内事業運営、経営資源の有効活用等の点よ

り立地しておりますが、それらの地域に大規模な地震、風水害等の発生による影響を完全に防止できる保証は無

く、これら自然災害等による物的、人的損害が甚大である場合には、当社グループの事業、経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑨　リーチパッド上の鉱石の評価に係るもの

当社グループでは、前述のとおり、破砕した鉱石をリーチパッドへ積み上げ、希シアン溶液を撒布し、金及び

銀を浸出し回収しております。この積み上げた鉱石より浸出が見込まれる金量は、詳細な探鉱調査に基づく品位

分析と、多数の浸出試験結果に基づく回収見込み等に基づき算定されたものであり、当該金量の評価額を「リー

チパッド上の鉱石」として資産計上しております。しかしながら、見積浸出量と実際浸出量との間に差異が長期

間継続し、かつ当該差異が是正される見込みが低い場合には、評価額について減額を行うことがあり、これに

よって当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
２．提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提

出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象について

当社グループは、前年同期と比較して金生産量の減少及び金価格の大幅な下落による影響を受け、当連結会計年

度の売上高は5,617百万円（前年同期比33.0％減）と著しく減少しました。このような厳しい事業環境のもと、営業

収入を借入金の返済に優先的に充当する状況が生じた結果、当連結会計年度末において営業債務及び未払債務の一

部に滞留が発生しております。また、手元資金残高に比して借入金残高の水準が高く、今後、約定どおりの返済に

支障を来すおそれがあります。

一方、当社の連結子会社であるJipangu International Inc. の借入金のうち768,136千円について、当連結会計

年度末において「EBITDA（利払前・税引前・減価償却前・その他償却前利益）が過去12ヶ月間の借入金等に係る利

息支払額に対して1.25倍以下となる場合」とした期限の利益を喪失する財務制限条項に抵触しております。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。　

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べ3,646百万円減少し、2,372百万円となりました。これは主にリーチパッ

ド上の鉱石が2,413百万円、その他が715百万円、現金及び預金が572百万円それぞれ減少したことによるものであ

ります。

(固定資産)

固定資産は、前連結会計年度末に比べ2,803百万円増加し、9,251百万円となりました。これは主に投資その他

の資産におけるリーチパッド上の鉱石が4,135百万円増加し、繰延税金資産が1,159百万円減少したことによるも

のであります。

(流動負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べ501百万円増加し、4,373百万円となりました。これは主に１年内返済予

定の長期借入金が1,416百万円、ロイヤリティー債務が1,102百万円それぞれ増加し、その他が1,372百万円、短期

借入金が321百万円減少したことによるものであります。

(固定負債)

固定負債は、前連結会計年度末に比べ461百万円減少し、3,846百万円となりました。これは主に資産除去債務

が698百万円増加し、ロイヤリティー債務が1,028百万円減少したことによるものであります。

(純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べ881百万円減少し、3,404百万円となりました。これは主に当期純損失を

1,370百万円計上したものの、為替換算調整勘定が499百万円増加したことによるものであります。

 

(2) 経営成績の分析

経営成績の分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1)業績」をご参照ください。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの

状況」をご参照ください。
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２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社グループは、前年同期と比較して金生産量の減少及び金価格の大幅な下落による影響を受け、当連結会計年度

の売上高は5,617百万円（前年同期比33.0％減）と著しく減少しました。このような厳しい事業環境のもと、営業収入

を借入金の返済に優先的に充当する状況が生じた結果、当連結会計年度末において営業債務及び未払債務の一部に滞

留が発生しております。また、手元資金残高に比して借入金残高の水準が高く、今後、約定どおりの返済に支障を来

すおそれがあります。

一方、当社の連結子会社であるJipangu International Inc. の借入金のうち768,136千円について、当連結会計年

度末において「EBITDA（利払前・税引前・減価償却前・その他償却前利益）が過去12ヶ月間の借入金等に係る利息支

払額に対して1.25倍以下となる場合」とした期限の利益を喪失する財務制限条項に抵触しております。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、これらの状況を解消するため、以下に記載の対応策を実施しております。

 
①　　当社グループでは、フロリダキャニオン鉱山の生産再開に必要となる設備資金、既存借入金の借換え並びに

営業債務及び未払債務の早期解消を含めた運転資金の確保のため、新たな金融機関からの資金調達に関する具

体的な協議を進めております。

②　　当社グループの収益向上に向けて、フロリダキャニオン鉱山における生産再開を計画に基づき着実に進めて

まいります。また、当社においても金関連の新たな事業機会の創出を目的として、インターネット上での金地

金の売買取引を実現する「JIPANGU GOLD MARKET」を開設し、取引が開始されております。

③　　人員配置の適正化、売上原価の低減並びに販売費及び一般管理費の削減を図り、支出の抑制に努めてまいり

ます。

④　　借入金に関する財務制限条項への抵触につきましては、当社グループが従来から行っております金販売代金

の前受取引において、第２四半期連結会計期間より開始した新たな取引に係る会計処理を従前の前受金処理か

ら借入金処理に変更したことに伴い支払利息が増加したことに起因しております。取引金融機関に対しては本

件経緯を説明のうえ、条項の適用免除に関する手続きを進めております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は146,810千円であり、その主なものは、建設仮勘定であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備の状況は、当連結会計年度末現在、以下のとおりであります。なお、当社グルー

プの事業は「鉱山事業」のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日現在
　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（名）建物及び

構築物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

合計
（千円）

本社
(東京都渋谷区)

管理業務設備 7,076 1,494 8,570 16

 

 (注) １ 上記の本社は建物を賃借しており、年間賃借料は25,049千円であります。

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 国内子会社

　　　該当事項はありません。

 

(3) 在外子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（名）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び
運搬具
（千円）

鉱山開発
資産
（千円）

合計
（千円）

Florida
Canyon
Mining,
Inc.

フロリダキャニオン鉱山
（米国ネバダ州）

金生産設備 1,308 567,572 62,095 630,976 152

Standard
Gold
Mining,
Inc.

スタンダード鉱山
（米国ネバダ州）

金生産設備 84,732 319,616 763 405,111 ―

 

（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。連

結子会社各社の設備計画は、個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては当社の取締役会において調整を図っ

ております。なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

 

(1) 重要な設備の新設

Florida Canyon Mining, Inc.において金生産設備の新設を予定しておりますが、時期、投資予定金額等の具体的

内容は未定となっております。

 

(2) 重要な設備の拡充、改修、除却、売却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,500,000

計 18,500,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年６月30日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金商品取引業協会名

内容

普通株式 5,218,504 5,218,504 非上場
当社は単元株制度は採
用しておりません。

計 5,218,504 5,218,504 ― ―
 

(注) 普通株式のうち、522,649株は、債権（金銭債権1,500,002千円）の現物出資（デット・エクイティ・スワッ

プ）によって発行されたものであります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　月　日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日
(注) １

― 4,695,855 ― 1,582,334 △1,311,655 499,074

平成23年６月30日
(注) ２

522,649 5,218,504 750,001 2,332,335 750,001 1,249,075
 

(注) １ 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。　

２ 有償第三者割当（当社への貸付債権を目的財産とする現物出資） 

割当先 ブルパレスコーポレーション株式会社522,649株　発行価格2,870円　資本組入額1,435円
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(6) 【所有者別状況】

　 平成27年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― 1 160 7 9 9,901 10,078 ―

所有株式数
(株)

― ― 64 1,447,031 13,430 5,387 3,752,592 5,218,504 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― 0.00 27.73 0.26 0.10 71.91 100.00 ―
 

(注)　自己株式1,708株は、「個人その他」に含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

　　平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ブルパレスコーポレーション
株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目11番２号 1,061,426 20.34

有限会社西川興産 愛知県名古屋市千種区徳川山町二丁目４番24号 137,290 2.63

永井　詳二 東京都港区 100,001 1.92

小島　民久 神奈川県茅ケ崎市 88,700 1.70

株式会社リトルスター 宮城県大崎市古川宮沢新荒町88番地１ 82,584 1.58

西川　博子 愛知県名古屋市千種区 58,871 1.13

杉立　繁 大阪府吹田市 52,314 1.00

アムラッシュインベストメン
ト　
株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目11番２号 48,156 0.92

黒柳　清春 長野県上水内郡飯綱町 40,100 0.77

佐藤　弘子 愛知県東海市 38,500 0.74

計 ― 1,707,942 32.73
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,708
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,216,796
 

 

5,216,796 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 5,218,504 ― ―

総株主の議決権 ― 5,216,796 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ジパング

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号 1,708
―

1,708 0.03

計 ― 1,708 ― 1,708 0.03
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】
 

　
普通株式

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区　分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(    ―    ) ― ― ― ―

保有自己株式数 1,708 ― 1,708 ―
 

（注）１　当期間における処理自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの株式の売渡に

　　よる株式は含まれておりません。

　２　当期間における保有自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの買取及び売

渡　

　　による株式は含まれておりません。　
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３ 【配当政策】

当社では、当社を取り巻く利害関係者と良好な関係を構築又は維持し、社会に貢献しながら発展していきたいと考

えております。とりわけ株主の皆様への利益還元を重要な施策と位置付けており、将来の積極的な事業展開のための

内部留保との調和を図りながら、安定的な利益還元を継続的に行うことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。また、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日とし

て、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

また、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら、無配とさせていただくことといたしました。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高(円) 9,350 4,330 2,326
1,585
※925

1,600

最低(円) 755 905 577
230
※235

667
 

(注)１ 最高・最低株価は、平成22年４月１日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）にお

けるものであり、平成22年10月12日から平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）におけるものであり、平成25年７月16日から平成25年９月10日までは東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード）におけるものであり、平成25年９月11日以降は日本証券業協会が運営するフェニックスにおけるも

のであります。なお、第19期の最高・最低株価のうち※印は、日本証券業協会が運営するフェニックスにおけ

るものであります。

　　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 　11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高(円) 950 800 1,030 1,110 1,100 850

最低(円) 889 667 692 1,010 850 765
 

(注)　最高・最低株価は、日本証券業協会が運営するフェニックスにおけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有　
株式数
(株)

代表取締役
社長

 松 藤 民 輔
昭和30年　
４月22日生

昭和55年４月 日興證券株式会社入社

(注)３ 29,400

昭和57年２月 メリルリンチ証券入社

昭和61年５月 ソロモンブラザース・アジア証券入社

平成２年11月 ブルパレスコーポレーション株式会社設立    

取締役

平成５年６月 ブルパレスコーポレーション株式会社        

代表取締役

平成７年６月 株式会社ジパング 代表取締役社長

平成８年７月 株式会社中国東方医学(現 株式会社ジパングエナ

ジー)設立 代表取締役(現任)

平成17年12月 Jipangu Canada Inc. 代表取締役 (現任)

平成20年２月 株式会社アスクリンク 代表取締役会長

平成20年10月 株式会社ジパング(旧 株式会社アスクリンク）代

表取締役社長

平成22年１月

平成22年11月

平成24年６月

当社 代表取締役会長

当社 代表取締役社長

当社 代表取締役会長

平成25年11月 Jipangu International Inc. 取締役（現任）

平成26年６月 当社　代表取締役社長（現任）

平成27年６月 Florida Canyon Mining, Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Standard Gold Mining, Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Jipangu Exploration Inc.　取締役　(現任）

専務取締役
兼

執行役員
管理本部長 亀　田　学

昭和41年８
月31日生

平成元年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）入

行

(注)３ 1,200

平成10年10月 株式会社中国東方医学（現株式会社ジパングエナ

ジー）入社

平成11年４月 同社　取締役

平成12年８月 株式会社ジパング　取締役

平成17年12月 Jipangu Canada Inc.　取締役（現任）

平成20年２月 株式会社アスクリンク　取締役

平成20年９月 株式会社ジパング（旧株式会社アスクリンク）取

締役

平成22年１月 当社　取締役管理本部長

平成22年６月 当社　執行役員管理本部長

平成24年６月 当社　専務取締役兼執行役員管理本部長（現任）

平成26年６月 JIpangu International Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Florida Canyon Mining, Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Standard Gold Miningu, Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Jipangu Exploration Inc.　取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有　
株式数
(株)

常務取締役
兼

執行役員

経営戦略本部長兼
内部統制委員長

坂 井 賢 二
昭和33年　
12月19日生

平成５年１月 朝日新和会計社（現有限責任あずさ監査法人）

内、株式会社朝日Ernst & Young Consulting　入

社

(注)３ 48

平成12年９月 株式会社朝日 Arthur Andersen パートナー（共

同経営責任者）朝日監査法人（現有限責任 あず

さ監査法人）

平成14年４月 株式会社Bearing Point

（現プライスウォーターハウスクーパース株式会

社）マネージング・ディレクター

平成17年４月 株式会社マクシスコンサルティング　代表取締役

社長

平成19年10月 株式会社Huron Consulting Group マネージン

グ・ディレクター

平成21年１月 当社入社　社長付

平成21年９月 当社　取締役管理本部長

平成22年１月 当社　取締役経営企画室長

平成22年６月 当社　執行役員経営企画室長

平成23年６月 当社　常務取締役兼執行役員経営戦略本部長（現

任）

平成24年５月 Florida Canyon Mining, Inc.　取締役（現任）

平成24年５月 Standard Gold Mining, Inc.　取締役（現任）

平成24年５月 Jipangu Exploration Inc.　取締役（現任）

平成27年６月 Jipangu,International Inc.　代表取締役（現

任）

平成27年６月 Jipangu Canada Inc. 取締役（現任）

取 締 役  
 アキコ・
レビンソン

昭和30年　
３月６日生

昭和50年10月

昭和62年９月

昭和62年９月

平成元年７月

平成３年４月

平成３年４月

平成３年６月

平成15年６月

平成22年６月

平成25年12月

日本航空株式会社入社

Akiko Gold Resources Ltd. 取締役

Omega Gold Corp. 取締役

Bradner Resources Ltd. 取締役

Lansdowne Minerals Ltd. 取締役

Conquistador Mines Ltd. 取締役

Gold Canyon Resources Inc. 取締役

同社 代表取締役社長 (現任)

当社 取締役 (現任)

Kaizen Discovery Inc. 取締役 (現任)

(注)３ ―

取 締 役   井 澤 光 朗
昭和31年　
４月16日生

昭和61年４月

昭和61年４月

平成26年３月

平成26年３月

平成26年６月

弁護士登録

東京中央法律事務所　入所

東京中央法律事務所　退所

ホクレア法律事務所　設立 弁護士 (現任)

当社　取締役 (現任)

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有　　
株式数
(株)

常勤監査役  巻 幡　正 英
昭和26年　
４月３日生

平成20年11月 株式会社ジパング(旧 株式会社アスクリンク)  

入社 経理部長

(注)４ ―平成22年１月 当社 財務経理部長代理

平成23年３月 当社 経理部長兼財務部長代理

平成23年６月 当社 常勤監査役 (現任)

監 査 役  奥 村 眞 吾
昭和22年　
11月28日生

昭和47年５月 株式会社奥村企画事務所設立 代表取締役 (現任)

(注)５ 15,600

昭和50年５月 奥村税務会計事務所設立 所長 (現任)

平成10年12月 株式会社ジパング 監査役

平成20年９月 株式会社ジパング(旧 株式会社アスクリンク) 

監査役

平成22年１月 当社 監査役 (現任)

監 査 役  小 泉 鐵 男
昭和21年　
10月19日生

昭和55年８月 小泉会計事務所設立 所長 (現任)

(注)５ ―

昭和56年４月 日本マクドナルド株式会社 入社

平成２年10月 大東建託株式会社 入社

平成６年６月 同社 取締役

平成16年６月 株式会社ジパング 監査役

平成20年９月 株式会社ジパング（旧株式会社アスクリンク）

監査役

平成22年１月 当社 監査役 (現任)

計  46,448
 

　

(注) １ 取締役アキコ・レビンソン及び井澤光朗は、社外取締役であります。

２ 監査役奥村眞吾及び小泉鐵男は、社外監査役であります。

３ 取締役の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４ 常勤監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

５ 監査役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は根幹事業である金生産及び探鉱事業に注力し、地球的規模で拡大するビジネスである鉱山業に従事する国

内オンリーワン企業として、顧客、従業員、取引先、株主等を含むすべてのステークホルダー(利害関係者）から寄

せられる期待を超える経営を共に実現し、世界人類の平和と協調を保ちながら我々のゴールである金生産及び探鉱

事業をグローバル市場で展開する日本企業となることを目標としております。その実現のためには「迅速な意思決

定によるスピード経営」を基本方針とし、経営環境や事業領域の変化に適切に対応するための企業統治体制の構築

を、最も重要な課題の一つと位置付けています。

 

  ①企業統治の体制

当社は、会社法に規定する株主総会、取締役会、監査役会の他、執行役員会、内部監査室、内部統制委員会の設

置、内部通報制度の導入、その他社内情報の有効かつ効率的な伝達を行うことでコーポレート・ガバナンスを機能

させております。

　当社の取締役は５名(男性４名・女性１名）で、そのうち社外取締役は２名であります。取締役会は毎月１回の定

例取締役会を開催するとともに、必要に応じて臨時の取締役会を開催しております。取締役会は、経営方針、その

他経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行の状況を監督する機関として運営されております。

また当社では、事業運営と執行に係る重要な経営判断を行うに足る協議と経営情報の共有を目的に執行役員会を

設けており、原則毎週１回開催しております。執行役員は５名（男性４名・女性１名）であります。

監査役は常勤監査役１名、非常勤監査役２名で、その内２名が社外監査役であります。

社外取締役及び監査役の職務に当たり、期待される役割を十分に発揮することができるようにするとともに、優

秀な人材の招聘を容易にするため、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び監査役が職務を行うにつ

き善意にしてかつ重大な過失がないときは、同法第423条第１項の責任を限定する契約を締結しております。なお、

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最高責任限度額としております。

監査役会においては、取締役から経営に関する重要事項の報告を受け、協議を行い、又は決議を行っておりま

す。

当社は、会社法第362条第５項に基づき、当社の業務の適正を確保するための内部統制システムの構築において、

その基本方針を明らかにすると共に、会社法施行規則第100条に定める同システムの体制整備に必要とされる各条項

に関する大綱を定めております。

リスク管理体制としては、法的規制については各事業本部が対応し、個人情報保護に関しては総務部門が中心と

なって対応しております。

当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士、公認会計士などの複数の専門家から経営判断の

参考とするためのアドバイスを受けております。

当社は、事業の成長やそのステージに合った友好かつ効率的なコーポレート・ガバナンス体制を構築すること

で、企業価値の向上と健全な企業風土の醸成を目指し、上述の体制を採用しています。
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　②内部監査及び監査役監査

当社の内部監査は、代表取締役社長の直轄組織である内部監査室が行っており、５名（専任１名、兼任４名）か

ら構成されています。内部監査の手続については、内部監査規程に基づき、監査計画書及び代表取締役社長の指示

により、各事業部門等に対して業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化及び能率の増進に向けた適宜、的確な

助言を行うと共に、代表取締役社長に報告しております。なお、内部監査に際しては、常勤監査役が適宜調査に同

行し、内部監査室による業務監査等とは別の視点から質問・意見を通じ、監査の連携が図られています。

監査役監査については、常勤監査役が中心となり、全ての取締役会に出席するだけでなく、その他の重要な会議

にも積極的に参加し、取締役はじめ、職務遂行を監査する体制となっております。

監査役は内部監査室より、内部統制の整備・運用状況の評価を含む内部監査の結果について報告を受け、意見交

換を行っております。

監査役は、少なくとも年１回の会合を持ち、緊密な連携を保つ中で、意見・情報交換を行うと同時に会計監査人

の独立性のチェックを行っております。具体的には、会計監査人から監査計画書を受領し、監査方針、重要監査項

目スケジュールの説明を受けております。

　また、内部統制委員会には、常勤監査役及び内部監査室長が出席し、意見交換や質疑応答により、内部統制に係

る現状把握と課題等が確認されております。

なお、当社の監査役３名のうち監査役の奥村眞吾及び小泉鐵男は税理士の資格を有し、税務及び会計に関する相

当程度の知見を有しています。

 

　③社外取締役及び社外監査役

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針はないもの

の、選任にあたっては株式会社東京証券取引所の独立性に関する判断基準等を参考にしています。

当社の社外取締役は２名であります。社外取締役アキコ・レビンソンは、当社以外の法人等における経営マネジ

メントに関する知識と経験を生かすことで、当社経営に対する客観的な監督・助言を行う役割を担っており、重要

会議において適宜意見を述べることにより経営の健全性・公正性を保っています。

　また、社外取締役井澤光朗は、弁護士としての経験・識見が豊富であり、当社の倫理に捉われず、法令を含む企

業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を遂行するに適任であります。これにより、取締

役会の透明性の向上及び監督機能の強化に繋がっています。

 
当社の社外監査役は２名であります。その両名は税理士の資格を有し専門的な立場から、重要会議において適宜

意見を述べることにより、多角的な視点から経営監視機能を果たしています。

社外監査役奥村眞吾は当社の株式を15,600株保有しています。その他の社外取締役及び社外監査役と当社との間

には、人的関係、資本的関係及び取引関係はありません。

社外取締役は、取締役会における決算報告や内部統制システムの整備に関する基本方針の見直し等を通じて、直

接又は間接に、内部監査、監査役監査及び会計監査と相互に連携し、内部統制部門から報告を受け、実効性のある

監督を実施しています。

社外監査役は、取締役会における決算報告や内部統制システムの整備に関する基本方針の見直し又は監査役会に

おける意見交換・情報交換等を通じて、直接又は間接に、内部監査、監査役監査及び会計監査と連携を保ち、内部

統制部門から報告を受け、実効性のある監査を実施しています。
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　④役員の報酬等

　イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額（千円） 対象となる役員の員数（名）

取締役

(社外取締役を除く。)
132,225 5

監査役

(社外監査役を除く。)
11,325 1

社外役員 19,302 4
 

（注）当社の役員報酬は基本報酬のみです。

　ロ　役員の報酬額の決定に関する方針

　特段の定めはありませんが、取締役会で慎重に協議し報酬限度額の範囲内で決定しています。

 

　⑤会計監査の状況

ａ．業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

藤井　幸雄 （フロンティア監査法人）

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士   ４名

会計士補等   １名

その他       １名

 

　⑥取締役の定数

　　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

 

　⑦取締役の選任の決議要件

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらないものとする旨を定款に定めておりま

す。

 

　⑧自己株式の取得

　当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸政策を機動的に遂行すること

を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会決議によって市場取引等により自己の株式を取

得することができる旨を定款に定めております。

 

　⑨剰余金の配当

　当社は、機動的な配当政策を行う為、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対し、取締役会の決議により会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨を定款に定め

ております。

 

　⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会を円滑に運営するため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うとする旨を定款に定

めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬(千円)

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬(千円)

提出会社 39,000 － 30,000 －

連結子会社 － － － －

計 39,000 － 30,000 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、フロンティア監

査法人により監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容や変更等を適切に把握し、的確に対応できるような体制を整備するため、監査法人等と常に密接な連携を保ち、専

門情報誌の定期購読による情報収集に努め、各種セミナーへ積極的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 684,572 111,952

  売掛金 22,383 89,729

  リーチパッド上の鉱石 4,220,798 1,807,109

  その他のたな卸資産 *1  203,284 *1  191,764

  その他 888,032 172,317

  貸倒引当金 △90 △3

  流動資産合計 *3  6,018,981 2,372,871

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 128,464 93,117

   機械装置及び運搬具（純額） 1,009,341 887,188

   鉱山開発資産（純額） 128,497 123,123

   建設仮勘定 342,333 453,486

   その他（純額） 1,316 1,494

   有形固定資産合計 *2  1,609,954 *2  1,558,410

  無形固定資産   

   鉱業権 111,464 127,465

   その他 1,925 1,120

   無形固定資産合計 113,389 128,585

  投資その他の資産   

   投資有価証券 21,613 5,000

   長期貸付金 116,487 -

   リーチパッド上の鉱石 868,727 5,004,051

   繰延税金資産 1,159,723 -

   差入保証金 2,197,988 2,018,799

   長期前払費用 476,250 536,721

   その他 85,142 -

   貸倒引当金 △201,629 -

   投資その他の資産合計 4,724,303 7,564,571

  固定資産合計 *3  6,447,647 *3  9,251,568

 資産合計 12,466,628 11,624,439
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 457,173 685,475

  短期借入金 *3  419,365 98,000

  1年内返済予定の長期借入金 *3  570,890 *3,*4  1,987,408

  未払金 309,453 222,225

  未払法人税等 365,764 70,603

  繰延税金負債 169,810 -

  ロイヤリティー債務 - 1,102,698

  その他 1,580,180 207,240

  流動負債合計 3,872,638 4,373,651

 固定負債   

  長期借入金 *3  392,245 *3  287,768

  繰延税金負債 7,072 1,069

  ロイヤリティー債務 1,028,718 -

  債務保証損失引当金 106,116 107,281

  資産除去債務 2,752,423 3,450,614

  その他 21,908 -

  固定負債合計 4,308,486 3,846,733

 負債合計 8,181,125 8,220,385

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,332,335 2,332,335

  資本剰余金 3,952,630 3,952,630

  利益剰余金 △2,390,739 △3,760,842

  自己株式 △36,197 △36,197

  株主資本合計 3,858,028 2,487,926

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 12,770 2,160

  為替換算調整勘定 414,703 913,966

  その他の包括利益累計額合計 427,474 916,127

 純資産合計 4,285,503 3,404,053

負債純資産合計 12,466,628 11,624,439
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 8,384,947 5,617,816

売上原価 5,676,220 4,687,562

売上総利益 2,708,726 930,254

販売費及び一般管理費 *1  746,810 *1  791,189

営業利益 1,961,916 139,065

営業外収益   

 受取利息 3,263 1,182

 差入保証金利息 5,184 34,351

 デリバティブ評価益 - 21,338

 ゴールドローン決済益 14,873 -

 その他 554 685

 営業外収益合計 23,876 57,557

営業外費用   

 支払利息 385,350 183,026

 支払手数料 612,090 293,708

 デリバティブ決済損 261 98,966

 デリバティブ評価損 24,493 -

 為替差損 19,529 39,952

 その他 2,862 1,319

 営業外費用合計 1,044,587 616,973

経常利益又は経常損失（△） 941,204 △420,350

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

941,204 △420,350

法人税、住民税及び事業税 305,920 △43,824

法人税等調整額 96,325 993,576

法人税等合計 402,245 949,751

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

538,958 △1,370,102

当期純利益又は当期純損失（△） 538,958 △1,370,102
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

538,958 △1,370,102

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 12,120 △10,610

 為替換算調整勘定 773,769 499,262

 その他の包括利益合計 *1  785,889 *1  488,652

包括利益 1,324,848 △881,449

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,324,848 △881,449

 少数株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)　

 

(単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,332,335 3,952,630 △2,929,698 △36,197 3,319,070

当期変動額      

当期純利益   538,958  538,958

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― 538,958 ― 538,958

当期末残高 2,332,335 3,952,630 △2,390,739 △36,197 3,858,028
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 650 △359,065 △358,415 2,960,655

当期変動額     

当期純利益    538,958

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

12,120 773,769 785,889 785,889

当期変動額合計 12,120 773,769 785,889 1,324,848

当期末残高 12,770 414,703 427,474 4,285,503
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)　

(単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,332,335 3,952,630 △2,390,739 △36,197 3,858,028

当期変動額      

当期純損失（△）   △1,370,102  △1,370,102

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - △1,370,102 - △1,370,102

当期末残高 2,332,335 3,952,630 △3,760,842 △36,197 2,487,926
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 12,770 414,703 427,474 4,285,503

当期変動額     

当期純損失（△）    △1,370,102

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△10,610 499,262 488,652 488,652

当期変動額合計 △10,610 499,262 488,652 △881,449

当期末残高 2,160 913,966 916,127 3,404,053
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

941,204 △420,350

 減価償却費 766,225 394,678

 長期前払費用償却額 118,290 10,091

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △87

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 1,164 1,164

 長期前払費用の増減額（△は増加） 43,453 △3,163

 資産除去債務の増減額（△は減少） 171,689 266,019

 受取利息及び受取配当金 △3,263 △1,182

 支払利息 385,350 183,026

 差入保証金利息 △5,184 △34,351

 デリバティブ評価損益（△は益） 24,493 △21,338

 デリバティブ決済損益（△は益） 261 98,966

 ゴールドローン決済損益（△は益） △14,873 150

 売上債権の増減額（△は増加） △20,754 △56,290

 たな卸資産の増減額（△は増加） △477,063 △834,118

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △32,075 620,015

 仕入債務の増減額（△は減少） 91,224 144,780

 未払金の増減額（△は減少） 206,910 △36,875

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 15,948 △11,834

 ロイヤリティー債務の増減額（△は減少） △23,441 △64,679

 その他 △4,497 25,144

 小計 2,185,074 259,766

 利息及び配当金の受取額 3,263 1,182

 利息の支払額 △371,223 △200,515

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △86,510 △252,174

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,730,604 △191,741

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △265,886 △216,629

 差入保証金の差入による支出 △592,842 △1,644,412

 差入保証金の回収による収入 24,305 2,109,010

 その他 △561 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △834,985 247,969

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 895,897 1,170,331

 短期借入金の返済による支出 △504,087 △1,493,253

 前受金の受入による収入 1,465,950 -

 前受金の返還による支出 △217,136 △1,351,806

 長期借入れによる収入 254,309 2,249,527

 長期借入金の返済による支出 △3,429,801 △1,219,283

 ロイヤリティー債務の受入による収入 977,300 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △557,567 △644,484

現金及び現金同等物に係る換算差額 99,853 15,637

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 437,904 △572,619

現金及び現金同等物の期首残高 246,667 684,572

現金及び現金同等物の期末残高 *1  684,572 *1  111,952
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、前年同期と比較して金生産量の減少及び金価格の大幅な下落による影響を受け、当連結会計年

度の売上高は5,617百万円（前年同期比33.0％減）と著しく減少しました。このような厳しい事業環境のもと、営業

収入を借入金の返済に優先的に充当する状況が生じた結果、当連結会計年度末において営業債務及び未払債務の一

部に滞留が発生しております。また、手元資金残高に比して借入金残高の水準が高く、今後、約定どおりの返済に

支障を来すおそれがあります。

一方、当社の連結子会社であるJipangu International Inc. の借入金のうち768,136千円について、当連結会計

年度末において「EBITDA（利払前・税引前・減価償却前・その他償却前利益）が過去12ヶ月間の借入金等に係る利

息支払額に対して1.25倍以下となる場合」とした期限の利益を喪失する財務制限条項に抵触しております。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、これらの状況を解消するため、以下に記載の対応策を実施しております。

 
①　　当社グループでは、フロリダキャニオン鉱山の生産再開に必要となる設備資金、既存借入金の借換え並びに

営業債務及び未払債務の早期解消を含めた運転資金の確保のため、新たな金融機関からの資金調達に関する具

体的な協議を進めております。

②　　当社グループの収益向上に向けて、フロリダキャニオン鉱山における生産再開を計画に基づき着実に進めて

まいります。また、当社においても金関連の新たな事業機会の創出を目的として、インターネット上での金地

金の売買取引を実現する「JIPANGU GOLD MARKET」を開設し、取引が開始されております。

③　　人員配置の適正化、売上原価の低減並びに販売費及び一般管理費の削減を図り、支出の抑制に努めてまいり

ます。

④　　借入金に関する財務制限条項への抵触につきましては、当社グループが従来から行っております金販売代金

の前受取引において、第２四半期連結会計期間より開始した新たな取引に係る会計処理を従前の前受金処理か

ら借入金処理に変更したことに伴い支払利息が増加したことに起因しております。取引金融機関に対しては本

件経緯を説明のうえ、条項の適用免除に関する手続きを進めております。

 

以上の対応策を実行することにより、当社グループにおける経営基盤の安定化を図ってまいります。しかし、資

金調達については詳細が決定しておらず、また、他の対応策も進捗の途上にあるため、現時点において継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連

結財務諸表に反映しておりません。
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数     6社

連結子会社の名称

株式会社ジパングエナジー

Jipangu International Inc.

Florida Canyon Mining, Inc.

Standard Gold Mining, Inc.

Jipangu Exploration, Inc.

Jipangu Canada Inc.

 
２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社６社の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、決算日が異なる６社のうち株式会社ジパングエナジーを除く５社については、

同日現在の財務諸表を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

　なお、株式会社ジパングエナジーについては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

② デリバティブ等

時価法

③ たな卸資産

(イ)　製品

総平均法に基づく低価法

(ロ)　リーチパッド上の鉱石

総平均法に基づく低価法

在外連結子会社のリーチパッド（野積集積場）に集積される破砕鉱石であり、仕掛品に相当します。評価額

はその品質や金の回収実績等に基づき将来回収を見込む金量によっており、回収見込が１年内のものは流動資

産、１年を超えるものは投資その他の資産として計上しております。

(ハ)　原材料及び貯蔵品

主として総平均法に基づく低価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法、ただし、鉱山開発に係る資産については生産高比例法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　 ４～20年

機械装置及び運搬具　　 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定額法を採用しております。

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

在外連結子会社は、生産高比例法を採用しております。

③ 長期前払費用

　在外連結子会社の鉱山開発に係る長期前払費用について、生産高比例法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては債権の回収可能性を個別に検討して計上しております。

② 債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を勘案し、損失負担見積額を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

 

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度よ

り定額法に変更しております。

　これは、今後の操業計画に基づき、在外連結子会社における有形固定資産の更なる増加が見込まれること、また、

当社が保有する有形固定資産は、耐用年数内で安定的に使用される資産が大部分を占めることから、主として定額法

を採用する在外連結子会社との会計方針の統一を図ると共に期間損益の適正化の観点から変更したものであります。

なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、独立掲記していた「流動負債」の「前受金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当

連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の

連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「前受金」に表示していた1,439,450千円

は、「その他」として組み替えております。

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた「デリバティブ決済損」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた3,124千円は、

「デリバティブ決済損」261千円、「その他」2,862千円として組み替えております。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１．　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の営業外損益（△は益）」に含

めて表示していた「デリバティブ決済損益（△は益）」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記

しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他の営業外損益（△は益）」に表示していた291千円は、「デリバティブ決済損益（△は益）」

261千円、「その他」30千円として組み替えております。

　

２．　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた「その

他の流動資産の増減額（△は増加）」及び「その他の流動負債の増減額（△は減少）」は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結

財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた△20,654千円は、「その他の流動資産の増減額（△は増加）」△32,075千

円、「その他の流動負債の増減額（△は減少）」15,948千円及び「その他」△4,527千円として組み替えておりま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社ジパング(E03369)

有価証券報告書

44/78



 

(連結貸借対照表関係)

※１　その他のたな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

製品 63,977千円 28,444千円

原材料及び貯蔵品 139,307 163,319 
 

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 3,116,292千円 3,975,989千円
 

 

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

担保に供している資産 16,522,329千円 3,046,407千円
 

　
(注)　上記のうち、下記の科目に該当する金額は、連結決算上、相殺消去されております。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

関係会社株式 2,467,298千円 2,287,778千円

長期貸付金 2,325,967  ―  

その他 496,232  ―  

計 5,289,498  2,287,778  
 

 

担保付債務

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

短期借入金 310,890千円 ―千円

１年内返済予定の長期借入金 569,537  1,987,408  

長期借入金 392,246  287,768  

その他 1,346,822  ―  
 

 

(注)　前連結会計年度において、独立掲記していた「流動負債」の「前受金」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度において独立掲記していた「前受金」1,346,822千円は、「その他」として組み

替えております。

　

※４　財務制限条項

当連結会計年度(平成27年３月31日)

当社の連結子会社であるJipangu International Inc.の借入金のうち768,136千円について、当連結会計年度末に

おいて以下の期限の利益を喪失する財務制限条項に抵触しておりますが、取引先金融機関と条項の適用免除に関す

る手続きを行っております。

EBITDA（利払前・税引前・減価償却前・その他償却前利益）が過去12ヶ月間の借入金等に係る利息支払額に対し

て1.25倍以下となる場合
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５　偶発債務

当連結会計年度(平成27年３月31日)

当社の連結子会社である株式会社ジパングエナジーは、平成19年９月21日付にて、株式会社計画科学研究所（名

古屋市中区）並びに蟹江プロパン株式会社（愛知県海部郡）から、名古屋地方裁判所に訴訟の提起を受けていまし

た。これは、平成17年５月18日付にて締結された廃棄物処理装置の販売に係る売買契約に不履行があったとの一方

的な主張による損害として、総額324百万円の支払いを求めてきたものであります。

一方、株式会社ジパングエナジーは、平成19年12月25日付にて、相手方に対して債務不履行（債務遅延及び履行

不能）を理由に総額190百万円の支払いを求め、名古屋地方裁判所に反訴の提起をしておりました。

名古屋地方裁判所は、平成24年２月24日付にて、株式会社ジパングエナジーに対し、相手方へ合計245百万円の損

害賠償金及びこれらに係る遅延損害金の支払等の判決を下しました。

株式会社ジパングエナジーは、本判決における本件装置及び帰責性に係る著しい事実誤認と法的判断を不服と

し、平成24年３月９日付にて名古屋高等裁判所へ控訴しておりました。

名古屋高等裁判所は、平成27年２月６日付にて、株式会社ジパングエナジーに対し、相手方へ合計246百万円の損

害賠償金及びこれらに係る遅延損害金の支払等の判決を下しました。

株式会社ジパングエナジーは、本判決を不服とし、平成27年２月20日付にて最高裁判所に上告しております。

なお、現時点において、当該訴訟事件による影響を予測することは困難であります。

 
(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

役員報酬 184,418千円 162,852千円

給料及び手当 142,145 208,642 

支払手数料 249,192 244,644 
 

 

(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

　当期発生額 18,793千円 △16,613千円

　組替調整額 ―  ―  

　　税効果調整前 18,793  △16,613  

　　税効果額 △ 6,673  6,002  

　　その他有価証券評価差額金 12,120  △10,610  

為替換算調整勘定     

　当期発生額 773,769  499,262  

その他の包括利益合計 785,889  488,652  
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
  普通株式 5,218,504 ― ― 5,218,504

合計 5,218,504 ― ― 5,218,504

自己株式
  普通株式 1,708 ― ― 1,708

合計 1,708 ― ― 1,708
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

    該当事項はありません。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

    該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
  普通株式 5,218,504 ― ― 5,218,504

合計 5,218,504 ― ― 5,218,504

自己株式
  普通株式 1,708 ― ― 1,708

合計 1,708 ― ― 1,708
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

    該当事項はありません。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

    該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金 684,572千円 111,952千円

現金及び現金同等物 684,572  111,952  
 

 
 ２ 重要な非資金取引の内容

　重要な資産除去債務の計上額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

重要な資産除去債務の計上額 702,391千円 698,190千円
 

 

(リース取引関係)

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に鉱山事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に金融機関からの借入）

を調達しております。　

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。　

グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての債権は、為替変動リスクに晒されております。

投資有価証券は株式であり、市場価格等の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日でありますが、外貨建てであるため、為替変動リスク

に晒されております。

借入金及びロイヤリティー債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日

後、最長で２年であります。

デリバティブ取引は、金価格の変動リスクに対するヘッジを目的としたオプション取引等であります。

　

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関

とのみ取引を行っております。
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②　市場リスク（金価格等の変動リスク）の管理

当社グループは、金の販売価格の変動リスクを抑制するために、必要に応じて金価格オプション取引を利用し

ております。

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（資本提携先）の財務状況を把握しながら、保有状況を

継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、取引権限等を定めた社内規程に基づき行っており、取引実施後の状況は、

適宜、取締役会に報告されております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動

性リスクを管理しております。

　

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２．をご参照ください。）。

前連結会計年度(自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日)

         （単位：千円）

 
 

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 684,572 684,572 ―

（２）売掛金 22,383 22,383 ―

（３）投資有価証券 21,613 21,613 ―

（４）長期貸付金 116,487   
貸倒引当金（※１） △116,487   

 ― ― ―

（５）差入保証金 20,577 20,525 △51

資産計 749,145 749,093 △51

（１）買掛金 457,173 457,173 ―

（２）短期借入金 419,365 419,365 ―

（３）未払金 309,453 309,453 ―

（４）未払法人税等 365,764 365,764 ―

（５）長期借入金（※２） 963,136 964,613 1,476

（６）ロイヤリティー債務 1,028,718 1,046,698 17,979

負債計 3,543,612 3,563,068 19,456

デリバティブ取引（※３） 77,297 77,297 ―
 

（※１）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（※３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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当連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

         （単位：千円）

 
 

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 111,952 111,952 ―

（２）売掛金 89,729 89,729 ―

（３）投資有価証券 5,000 5,000 ―

（４）差入保証金 19,740 19,701 △39

資産計 226,423 226,384 △39

（１）買掛金 685,475 685,475 ―

（２）短期借入金 98,000 98,000 ―

（３）未払金 222,225 222,225 ―

（４）未払法人税等 70,603 70,603 ―

（５）ロイヤリティー債務 1,102,698 1,198,615 95,916

（６）長期借入金（※１） 2,275,177 2,350,108 74,931

負債計 4,454,179 4,625,027 170,847
 

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

前連結会計年度(自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日)

資　産

（１）現金及び預金、（２）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）投資有価証券

株式等は、取引所の価格によっております。

（４）長期貸付金

一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り

等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は担保及び

保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

（５）差入保証金

差入保証金については一定期間ごとに分類し、適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金、（４）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（５）長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定して

おります。

（６）ロイヤリティー債務

適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ

取引先金融機関等から提出された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

資　産

（１）現金及び預金、（２）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）投資有価証券

株式等は、取引所の価格等によっております。

（４）差入保証金

差入保証金については一定期間ごとに分類し、適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

負　債

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金、（４）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

（５）ロイヤリティー債務

適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（６）長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定して

おります。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

           （単位：千円）

区分
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

差入保証金 2,177,411 1,999,058
 

上記の差入保証金については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を

把握することが極めて困難と認められることから、資産（５）又は（４）「差入保証金」には含めておりません。
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（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日)

          （単位：千円）

　 １年内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 684,572 ― ― ―

売掛金 22,383 ― ― ―

長期貸付金 ― ― 116,487 ―

差入保証金 20,577 ― ― ―

合計  727,532 ― 116,487 ―
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

          （単位：千円）

　 １年内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 111,952 ― ― ―

売掛金 89,729 ― ― ―

差入保証金 19,740 ― ― ―

合計 221,423 ― ― ―
 

 

（注）４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額　　　　

前連結会計年度(自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日)

          （単位：千円）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 419,365 ― ― ― ― ―

長期借入金 570,890 267,945 124,300 ― ― ―

合計 990,256 267,945 124,300 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

          （単位：千円）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 98,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,987,408 287,768 ― ― ― ―

合計 2,085,408 287,768 ― ― ― ―
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成26年３月31日）及び当連結会計年度（平成27年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

商品関連

 

 種類
契約額等
(US$)

契約額等のうち
１年超
(US$)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取
引以外
の取引

金価格オプション     

 買建プット 984,000 ― 117,099 12,411

 売建コール ― ― △39,801 △36,905

合計 984,000 ― 77,297 △24,493
 

(注) 時価の算定方法 取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度を採用しておりません。

　在外連結子会社は、確定拠出年金制度（401(K)プラン）を採用しております。

２．確定拠出制度

　在外連結子会社の確定拠出制度への拠出額は、前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31

日）38,922千円、当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）43,465千円であります。

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

繰延税金資産     

繰越欠損金 4,524,916千円 4,512,135千円

資産除去債務 550,486  722,963  

税額控除 649,180  737,501  

ロイヤリティー債務 360,051  385,944  

その他 428,666  591,513  

繰延税金資産小計 6,513,301  6,950,057  

評価性引当額 △5,039,661  △6,950,057  

繰延税金資産合計 1,473,639  ―  

繰延税金負債     

たな卸資産 △483,726  ―  

その他有価証券評価差額金 △7,072  △1,069  

繰延税金負債合計 △490,798  △1,069  

繰延税金資産（負債）の純額 982,841  △1,069  
 

(注)　１　前連結会計年度において、独立掲記していた「貸倒引当金」は、金額的重要性が乏しくなったため、

当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度において独立掲記していた「貸倒引当金」44,034千円は、「その他」とし

て組み替えております。

　　　２　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結貸借対照

表の以下の項目に含まれております。
 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度
(平成27年３月31日)

固定資産―繰延税金資産 1,159,723千円 ―千円

流動負債―繰延税金負債 △169,810  ―  

固定負債―繰延税金負債 △7,072  △1,069  
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率 38.0％ ―％

（調整）     

永久差異項目 △38.0  ―  

税効果未認識項目 2.3  ―  

繰越欠損金の期限切れ 17.0  ―  

評価性引当額の増減 18.6  ―  

過年度見積差額 2.1  ―  

海外子会社税率差異 △0.1  ―  

その他 2.7  ―  

税効果会計適用後の法人税等負担率 42.7  ―  
 

(注)　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布され

たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成

27年４月１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞ

れ変更されております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

在外連結子会社のうちFlorida Canyon Mining, Inc.及びStandard Gold Mining, Inc.は、米国会計基準に則り、

米国内務省土地管理局及びネバダ州環境保護局の規制等による保有鉱区の修復・閉鎖及び環境保全義務について、

その履行に要する費用を事業計画等に基づき合理的に見積り、資産除去債務として計上しております。

当該資産除去債務の金額の算定に当たっては、鉱区の採掘可能期間を12～16年と見積り、割引率は7.5～10.0％を

使用しております。

当該資産除去債務の総額の増減は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

期首残高  2,108,855千円  2,752,423千円

時の経過による調整額  230,513  266,019  

資産除去債務の履行による減少額 △58,824  ―  

為替換算差額 471,878  432,171  

期末残高  2,752,423  3,450,614  
 

 

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、鉱山事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

  (単位：千円)

日本 北米 合計

― 8,384,947 8,384,947
 

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

  (単位：千円)

日本 北米 合計

9,288 1,600,665 1,609,954
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Waterton Global Value,
L.P.

6,334,546 鉱山事業

Auramet Trading, LLC. 1,915,261 鉱山事業
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当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

  (単位：千円)

日本 北米 合計

― 5,617,816 5,617,816
 

（注）　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（２）有形固定資産

  (単位：千円)

日本 北米 合計

8,570 1,549,839 1,558,410
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Auramet Trading, LLC. 3,867,444 鉱山事業

ADM-Gold Co., Ltd. 1,717,517 鉱山事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

ブルパレス
コーポレー
ション㈱

東京都
渋谷区

10,000
資産管理
会社

(被所有)
直接 20.95

資金の借入

資金の借入 49,600
短 期借入
金

42,600

利息の支払 61 未払費用 51

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の
関係会社

ブルパレス
コーポレー
ション㈱

東京都
渋谷区

10,000
資産管理
会社

(被所有)
直接 20.35

資金の借入

資金の借入 178,800
短 期借入
金

98,000

利息の支払 5,287 未払費用 ―

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 821.48円 652.52円

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

103.31円 △262.63円
 

(注) １．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 538,958 △1,370,102

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 538,958 △1,370,102

普通株式の期中平均株式数(株) 5,216,796 5,216,796
 

 
４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
項目

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,285,503 3,404,053

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 4,285,503 3,404,053

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

5,216,796 5,216,796
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(重要な後発事象)

当社の連結子会社であるFlorida Canyon Mining, Inc.及びStandard Gold Mining, Inc.は、既存借入金の借換え

及び運転資金の確保のため、ADM-Gold Co., Ltd.を相手先として、平成27年６月18日、以下の借入契約を締結しま

した。

（１）　借入総額 25,000千US$

（２）　借入実行日 平成27年６月18日、上記借入総額のうち18,005千US$が実行されました。残額につ

きましては、今後、適宜実行される見込みです。

（３）　借入条件 固定金利

（４）　借入期間 ２年間

（５）　担保提供資産 当社が所有するJipangu International Inc.株式、Jipangu International Inc.が

所有するFlorida Canyon Mining, Inc.株式、Standard Gold Mining, Inc.株式及

びJipangu Exploration, Inc.株式並びにJipangu International Inc.、Florida

Canyon Mining, Inc.、Standard Gold Mining, Inc.及びJipangu Exploration,

Inc.が所有する資産の全部（担保提供が禁じられているものを除く）。

（６）　債務保証 当社、Jipangu International Inc. 及びJipangu Exploration, Inc.は、当該借入

契約に関する債務保証を行っております。
 

また、上記借入契約に附随して、Florida Canyon Mining, Inc.及びStandard Gold Mining, Inc.は、ADM-Gold

Co., Ltd.に対して、以下の新株予約権を発行しました。

（１）　新株予約権の割当日 平成27年６月18日

（２）　新株予約権の総数 Florida Canyon Mining, Inc.に係る新株予約権１個

Standard Gold Mining, Inc.に係る新株予約権１個

（３）　新株予約権の発行価額 無償

（４）　新株予約権の目的たる

株式の種類

Florida Canyon Mining, Inc.普通株式

Standard Gold Mining, Inc.普通株式

（５）　行使可能株数 新株予約権１個につき発行会社の行使後の発行済株式数の最大90％に相当す

る株数まで行使可能。

（６）　行使価額 １株当たり0.001US$

（７）　行使期間 平成27年９月30日～平成34年６月17日

ただし、行使期間前に上記借入契約において債務不履行が発生した場合、そ

の時点から行使可能。

（８）　その他 当該新株予約権には買い戻し条項が付されており、契約に従った金額により

新株予約権全てを買い戻す、または、段階的に行使可能株数を減少させるこ

とができます。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限
 

短期借入金 419,365 98,000 4.61 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 570,890 1,987,408 12.05 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く）

392,245 287,768 12.43 平成28年

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,382,502 2,373,177 ― ―
 

(注) １  「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 287,768 ― ― ―
 

 

【資産除去債務明細表】

注記事項（資産除去債務関係）に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 1,864,703 3,359,436 4,365,520 5,617,816

税金等調整前四半期純
利益金額
又は税金等調整前四半
期(当期)純損失金額
(△)

(千円) 39,590 21,428 △97,850 △420,350

四半期純利益金額
又は四半期(当期)純損
失金額(△)

(千円) 27,466 △30,001 △117,854 △1,370,102

１株当たり四半期純利
益金額
又は１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) 5.26 △5.75 △22.59 △262.63

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額
又は１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) 5.26 △11.01 △16.84 △240.04
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,205 5,788

  未収収益 303,136 473,300

  1年内回収予定の長期貸付金 1,359,970 2,094,365

  未収入金 1,066,957 1,720,795

  その他 20,514 20,028

  貸倒引当金 △90 △3

  流動資産合計 *1  2,755,694 *1  4,314,275

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 7,971 7,076

   工具、器具及び備品 1,316 1,494

   有形固定資産合計 9,288 8,570

  無形固定資産 717 644

  投資その他の資産   

   投資有価証券 21,613 5,000

   関係会社株式 *2  791,778 *2  791,778

   長期貸付金 2,340,624 1,906,737

   長期未収入金 503,578 512,725

   その他 20,577 19,740

   貸倒引当金 △1,377,084 △1,186,404

   投資その他の資産合計 2,301,087 2,049,578

  固定資産合計 *1  2,311,093 *1  2,058,793

 資産合計 5,066,787 6,373,069
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 - 16,355

  短期借入金 42,600 98,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,353 -

  未払金 90,202 69,508

  未払費用 234,903 383,246

  未払法人税等 19,214 10,061

  前受金 - 29,860

  預り金 1,804,915 2,723,368

  流動負債合計 *1  2,193,188 *1  3,330,400

 固定負債   

  長期借入金 2,271,239 2,654,119

  繰延税金負債 7,072 1,069

  債務保証損失引当金 106,116 107,281

  その他 605 -

  固定負債合計 *1  2,385,033 *1  2,762,469

 負債合計 4,578,221 6,092,870

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,332,335 2,332,335

  資本剰余金   

   資本準備金 1,249,075 1,249,075

   資本剰余金合計 1,249,075 1,249,075

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △3,069,419 △3,267,176

   利益剰余金合計 △3,069,419 △3,267,176

  自己株式 △36,197 △36,197

  株主資本合計 475,794 278,038

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 12,770 2,160

  評価・換算差額等合計 12,770 2,160

 純資産合計 488,565 280,198

負債純資産合計 5,066,787 6,373,069
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業収益 *2  633,349 *2  435,633

営業費用 *1  582,073 *1  520,961

営業利益又は営業損失（△） 51,275 △85,327

営業外収益   

 受取利息 99,488 109,526

 ゴールドローン決済益 14,873 -

 その他 554 280

 営業外収益合計 *2  114,916 *2  109,806

営業外費用   

 支払利息 96,059 120,865

 支払手数料 14,962 35,374

 為替差損 20,256 51,439

 貸倒引当金繰入額 7,230 10,950

 その他 1,511 1,319

 営業外費用合計 *2  140,019 *2  219,948

経常利益又は経常損失（△） 26,172 △195,469

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 26,172 △195,469

法人税、住民税及び事業税 1,996 2,287

法人税等合計 1,996 2,287

当期純利益又は当期純損失（△） 24,176 △197,756
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,332,335 1,249,075 1,249,075 △3,093,596 △3,093,596

当期変動額      

当期純利益又は当期

純損失（△）
   24,176 24,176

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― ― 24,176 24,176

当期末残高 2,332,335 1,249,075 1,249,075 △3,069,419 △3,069,419
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △36,197 451,617 650 650 452,268

当期変動額      

当期純利益又は当期

純損失（△）
 24,176   24,176

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  12,120 12,120 12,120

当期変動額合計 ― 24,176 12,120 12,120 36,296

当期末残高 △36,197 475,794 12,770 12,770 488,565
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 2,332,335 1,249,075 1,249,075 △3,069,419 △3,069,419

当期変動額      

当期純利益又は当期

純損失（△）
   △197,756 △197,756

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― ― ― △197,756 △197,756

当期末残高 2,332,335 1,249,075 1,249,075 △3,267,176 △3,267,176
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △36,197 475,794 12,770 12,770 488,565

当期変動額      

当期純利益又は当期

純損失（△）
 △197,756   △197,756

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  △10,610 △10,610 △10,610

当期変動額合計 ― △197,756 △10,610 △10,610 △208,366

当期末残高 △36,197 278,038 2,160 2,160 280,198
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、前年同期と比較して金生産量の減少及び金価格の大幅な下落による影響を受け、当連結会計年

度の売上高は5,617百万円（前年同期比33.0％減）となりました。このような厳しい事業環境のもと、当事業年度に

おける当社の業績も営業収益（子会社に対する経営指導料）は435百万円（前年同期比31.2％減）と著しく減少し、

経常損失195百万円（前年同期は経常利益26百万円）を計上した結果、当事業年度末において未払債務の一部に滞留

が発生しております。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社は、これらの状況を解消するため、以下に記載の対応策を実施しております。

 
①　　当社グループでは、フロリダキャニオン鉱山の生産再開に必要となる設備資金、既存借入金の借換え並びに

営業債務及び未払債務の早期解消を含めた運転資金の確保のため、新たな金融機関からの資金調達に関する具

体的な協議を進めております。

②　　当社グループの収益向上に向けて、フロリダキャニオン鉱山における生産再開を計画に基づき着実に進めて

まいります。また、当社においても金関連の新たな事業機会の創出を目的として、インターネット上での金地

金の売買取引を実現する「JIPANGU GOLD MARKET」を開設し、取引が開始されております。

③　　人員配置の適正化並びに営業費用の削減を図り、支出の抑制に努めてまいります。

 

以上の対応策を実行することにより、当社の経営基盤の安定化を図ってまいります。しかし、資金調達について

は詳細が決定しておらず、また、他の対応策も進捗の途上にあるため、現時点において継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められます。

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸

表に反映しておりません。
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(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。

(2) たな卸資産

商品

個別法による時価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　６～13年

　工具、器具及び備品　２～20年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

 

３．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては債権の回収可能性を個別に検討して計上しております。

(2) 債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財務状態を勘案し、損失負担見積額を計上しております。

 

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

 

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定

額法に変更しております。

　これは、今後の操業計画に基づき、在外連結子会社における有形固定資産の更なる増加が見込まれること、また、

当社が保有する有形固定資産は、耐用年数内で安定的に使用される資産が大部分を占めることから、主として定額法

を採用する在外連結子会社との会計方針の統一を図ると共に期間損益の適正化の観点から変更したものであります。

なお、これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

短期金銭債権 2,730,064千円 4,288,406千円

長期金銭債権 2,642,573  2,419,463  

短期金銭債務 2,054,509  3,192,119  

長期金銭債務 2,271,239  2,654,119  
 

 

※２ 担保に供している資産

下記の資産を子会社の借入金の担保に供しております。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

関係会社株式 791,778千円 791,778千円
 

 

３　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

Jipangu International Inc. 1,802,114千円 2,021,133千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

役員報酬 184,418千円 162,852千円

給料及び手当 139,203 156,003 

減価償却費 2,020 1,039 

貸倒引当金繰入額 11 ― 

支払手数料 98,475 72,945 
 

(注)　全て一般管理費に属する費用であります。

 

※２　関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業取引 633,349千円 435,633千円

営業取引以外の取引 195,309  217,985  
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(有価証券関係)

子会社株式で時価のあるものはありません。

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額
 

区分
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

子会社株式 791,778千円 791,778千円
 

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産     

繰越欠損金 3,633,639千円 3,292,121千円

減価償却超過額 4,556  ―  

貸倒引当金繰入超過額 490,825  383,684  

為替差損 ― 139,863  

債務保証損失引当金 37,819  34,694  

その他 1,353  1,633  

繰延税金資産小計 4,168,195  3,851,997  

評価性引当額 △4,168,195  △3,851,997  

繰延税金資産合計 ― ―  

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △7,072  △1,069  

繰延税金負債合計 △7,072  △1,069  

繰延税金資産（負債）の純額 △7,072  △1,069  
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 38.0％ ―％

（調整）     

永久差異項目 13.2  ―  

税効果未認識項目 13.0  ―  

繰越欠損金の期限切れ 612.5  ―  

評価性引当額の増減 △673.6  ―  

住民税均等割 4.6  ―  

その他 △0.1  ―  

税効果会計適用後の法人税等負担率 7.6  ―  
 

(注)　当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布され

たことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月

１日から平成28年３月31日までのものは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更さ

れております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

 

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 7,971 ― 0 895 7,076 4,253

工具、器具及び備品 1,316 249 ― 71 1,494 2,181

計 9,288 249 0 967 8,570 6,435

無形固定資産 717 ― ― 72 644 ―
 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,377,174 10,950 201,717 1,186,407

債務保証損失引当金 106,116 1,164 ― 107,281
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 ──────

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 ──────

    株主名簿管理人 ──────

    取次所 ──────

    買取手数料 ──────

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。                    　         
　ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないとき
は、日本経済新聞に掲載します。
当社の公告掲載URLは、次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　
http://www.jipangu.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

(第19期)

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日
 
平成26年６月27日

関東財務局長に提出
 

(2)

 

四半期報告書

及び確認書 (第20期第１四半期)
自 平成26年４月１日

至 平成26年６月30日
 
平成26年８月14日

関東財務局長に提出

  (第20期第２四半期)
自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日
 
平成26年11月14日

関東財務局長に提出

  (第20期第３四半期)
自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日
 
平成27年３月13日

関東財務局長に提出
 

(3) 四半期報告書の訂正

報告書及び確認書 (第19期第２四半期)
自 平成25年７月１日

至 平成25年９月30日
 
平成26年５月22日

関東財務局長に提出

  (第19期第３四半期)
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日
 
平成26年５月22日

関東財務局長に提出

  (第20期第２四半期)
自 平成26年７月１日

至 平成26年９月30日
 
平成27年２月13日

関東財務局長に提出
 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

　平成26年11月14日 関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著

しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

　平成27年６月８日 関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　
平成27年６月29日

株式会社ジパング

取締役会  御中

フロンティア監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   藤　　井　　幸　　雄   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ジパングの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジパング及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
強調事項

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度の売上高が著しく減少し、営業

債務及び未払債務の一部に滞留が発生している。また、当連結会計年度末の借入金残高が手元資金残高に比して高

水準にある。さらに、連結子会社であるJipangu International Inc.の借入金の一部について財務制限条項に抵触

している。この状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認めら

れる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な不確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、当社の連結子会社であるFlorida Canyon Mining,Inc.及

びStandard Gold Mining,Inc.は、既存借入金の借換え及び運転資金の確保のため、ADM-Gold Co., Ltd.を相手先と

して、平成27年６月18日に借入契約を締結するとともに、同契約に付随し、新株予約権を発行している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成27年６月29日

株式会社ジパング

取締役会  御中

フロンティア監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   藤　　井　　幸　　雄   ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193 条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ジパングの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジパングの平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度の営業収益が著しく減少し、未払債務の

一部に滞留が発生している。この状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性

が認められる理由については当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な不確実性の影響は財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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